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Ⅰ．老朽化が進む施設と維持・更新経費

① 築年数別施設一覧
平成 24年 4月現在、区立施設のほぼ半数が築 30 年以上となっており、さらに、１/４以上が築

40 年を越える状況となっています。50 年以上を越える施設は、2.6％にとどまっていますが、10
年後には約 19％になる見込みです。

② 改修・改築経費
仮に、現在ある区の全施設を廃止せず、現在の規模で建て替えるとすれば、庁舎・大規模施設（延
床面積が 2,000㎡を越える施設）・中規模施設（保育園・児童館・ゆうゆう館、図書館等）・区営住
宅・小中学校の改築・改修にかかる経費は、今後 30 年間で約 2,766 億 2,000万円（平成 21 年 4
月 1日時点）と推計され、大きな課題となっています。
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③ 維持管理経費
施設を維持・運営していくためには、多大なコストがかかります。
維持管理経費には、主に「事業運営にかかる経費（事業経費や委託料、職員人件費など）」と「施
設にかかる経費（光熱水費、修繕費、清掃費、賃料など）」があります。
平成 23年度の学校を除く区立施設の維持管理経費は、年間約 217億円となっており、そのうち、
保育園や障害者、高齢者施設などの福祉施設が約 7割を占めています。

④ 維持管理経費に占める使用料収入の割合
区が施設使用料を徴収している施設における、維持管理経費に占める収入の割合は、ほとんどの
施設で 30％以下となっています。
ゆうゆう館（高齢者施設）は、60歳以上の区民の使用は無料となっているため、その割合は 0.1％
と非常に低くなっています。
一方、自転車駐車場（駐輪場）は、使用料収入で施設の維持管理経費を賄うという考え方で維持
管理を行っています。
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⑤ 施設の運営形態
施設の運営形態には、区が直接運営する施設（直営）のほか、民間のノウハウを活かしたサービ
スの向上や施設の効率的な運営を行うため業務委託や指定管理者制度が導入されています。
業務委託は、集会施設やゆうゆう館、自転車駐車場などの施設に多く導入され、また、指定管理
者制度は、体育施設や図書館、保育園に導入されていますが、施設によって直営の割合の高い施設
や、または、すべて直営となっている施設があります。
◆ 指定管理者制度とは、民間事業者やＮＰＯ法人などの団体がそのノウハウや経営手法を活用し、
区に代わって公の施設を運営・管理することにより、利用者のニーズに対応したきめ細やかで効
率的なサービス提供を行う制度。

⑥ その他、施設の老朽化等に関する課題
区立施設の中には、耐震診断の結果、耐震性の不足が明らかとなった施設があり、全て 27 年度

までに耐震化を図ることとしています。
また、平成12 年 4 月 1 日に東京都から移管された清掃関連施設は、移管後20年間は、引き続
き清掃事業に関連した施設として使用することが定められていますが、耐震性の不足を抱えている
施設、用途を廃止している施設もあり、今後の活用方法が課題となっています。
また、学校統廃合に伴い生じた跡地の活用も課題となっています。

（２）平成12年 4 月 1日に移管された清掃関連施設

杉並清掃事務所、方南支所、下井草分室、旧杉並中継所

（３）学校統廃合による跡地

旧若杉小学校跡地
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施施設の運営形態別割合（（平成23年年度末現在）

業務委託 直営 指定管理者 無人管理

（１）耐震改修が必要な施設 ＊24・25 年度に改修・改築等が計画化されている施設を除く。

杉並清掃事務所、杉並会館、産業商工会館
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Ⅱ．人口の推移と施設利用状況の変化

① 総人口の推移
杉並区の総人口（住民基本台帳と外国人登録の合計）は、平成 9年までは減少傾向にありました
が、その後増加傾向に転じました。平成 44 年までの推計では、ほぼ横ばいに推移するものと予想
しています。また、年齢構成を平成 4年と平成 44年との比較で見ると、老年人口（65歳以上）は、
約 7万人（12.8％）から約 12万人（22.1％）と大きく増加する一方、年少人口（14歳以下）は約
6万人（12％）から約 4万 6千人（9％）に、生産年齢人口（15歳以上 64歳以下）も約 39万人（75％）
から約 37万人（69％）に大きく減少するものと見込んでいます。

（（各年1月 1日現在。平成29年以降は推計値）

② 主な施設の利用率
施設の種類によって、利用状況には大きな違いが見られます。
保育園と学童クラブは、経済状況や就労形態の変化などにより、利用希望者は増加しており、保
育園の平成 23 年度の利用状況は 100.6％と、施設定員を超えたものとなっています。また、高齢
者・区営住宅や体育館も、95％を超える高い利用率となっています。一方で、区民センターなどの
集会施設の利用率は、いずれも 60％台にとどまり、ゆうゆう館（旧敬老会館）については、42.1％
となっています。
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③ 老年人口の推移とゆうゆう館利用者の推移
ゆうゆう館（旧敬老会館）の利用者数は、平成 14年度までは、ほぼ横ばいでしたが、NPOと
の協働事業（施設内にてNPOが講座等を企画・開催）が開始された平成 18年度以降、増加の傾
向にあります。
一方、団体利用の利用枠数はここ数年増えているものの、利用率は 42.1％にとどまっています。
特に夜間利用は利用率 14.4%と低い状態が続いています。

（（老年人口は各年1月 1日現在で29年以降は推計値。ゆうゆう館利用者数は年度内の利用者数、但し24年度は23年度数値
を代用。なお、ゆうゆう館では、18年度からNPO との協働を開始。）

④ 年少人口の推移と保育園・児童館・学童クラブ利用者の推移
年少人口の減少に伴い、児童館利用者（小中学生。但し、併設学童クラブ利用者除く）は、概ね
減少傾向にありますが、一方で、保育需要の増加に伴い、保育園定員数及び学童クラブの登録者数
は増加しています。

（（年少人口は各年1月 1日現在で29年以降は推計値。保育園定員数・学童クラブ登録者数は年度当初の数値、児童館利用者
数は年度内の併設学童クラブ利用者数を除いた小中学生の利用者数、但し24年度の学童登録者数及び児童館利用者数は23
年度数値を代用。なお、保育園定員数は、認可保育園の定員数。）
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Ⅲ．区財政の現状と課題～厳しい財政状況

① 扶助費の増加
扶助費は、社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障害者・生活困窮者などに対して法律に
基づき支出する経費です。平成 12 年度は、介護保険制度の導入に伴い扶助費は一時的に減少した
ものの、その後は一貫して増加しており、平成 23年度は 352億円と、平成 4年度の 144億円に比
べ約 2.4倍に増加しました。歳出総額に占める割合も 11％から 23％に 12ポイント増加しています。
今後とも、少子高齢化の進展に伴い、扶助費はさらに増加していくことが見込まれます。

② 生産年齢人口と区民税収入の推移
杉並区における特別区民税は、平成4年以降減少傾向にあります。これは、景気の低迷が大きな
要因となっていますが、主な担税層である生産年齢人口（15～64歳）の減少もその一因となってい
ます。今後、生産年齢人口がさらに減少することが見込まれる中で、税収の伸びは厳しい状況とな
っています。

（（生産年齢人口は各年1月 1日現在で29年以降は推計値。特別区民税は、平成19年度までは各年度の決算額で、平成24年
度は当初予算額。）
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保育定員・新規認可申込数 待機児童数

※保育定員：認可保育所、認証保育所、杉並区保育室（区保育室）等の合計
※新規認可申込数は認可保育所の各年4月新規入園申込数
※待機児童数は各年4月時点
※認証保育所とは、都の独自の制度で、国より穏やかな設置基準を満たした保育施設
※杉並区保育室とは、杉並区が待機児童解消の緊急対策として設置した独自の保育施設

保育施設の利用者負担の見直しについて

【資料 1】 保育定員と待機児童者数の推移

○ 女性の社会進出や厳しい経済状況などにより、保育需要は増大しており、

しばらくはこうした状況が続くと見込まれます。

【資料２】 一般会計決算額と保育関連経費決算額の推移

○ 待機児童対策を進める中で、保育関連経費は一貫して上昇しています。
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【資料 3】 平成 2 4 年度認可保育所の保育料表 ※所得階層により、保育料が異なります。

○ 認可保育所の保育料は、所得が高い層（3 歳児の 1 3 階層以上、４歳以上

児の D ９階層以上）の保育料が頭打ちとなっています。こうした現行の保育

料については、平成 9 年の改定以降、見直しを行っていません。

３歳未満児 ３歳児 ４歳以上児

0円 0円 0円 0.6%

0円 0円 0円 4.7%

1 1,900円 1,300円 1,300円 0.4%

2 2,400円 2,000円 2,000円 0.5%

3 3,100円 2,700円 2,600円 2.0%

1 6,700円 5,600円 5,600円 0.8%

2  〃 1,700円 以上 9,300円 未満 8,300円 7,300円 7,200円 1.6%

3  〃 9,300円 〃 16,700円 〃 9,400円 9,300円 9,200円 1.5%

4  〃 16,700円 〃 33,300円 〃 15,400円 10,900円 10,800円 3.5%

5  〃 33,300円 〃 50,000円 〃 19,100円 12,700円 12,600円 4.3%

6  〃 50,000円 〃 66,700円 〃 21,500円 14,300円 14,200円 4.4%

7  〃 66,700円 〃 83,300円 〃 23,600円 15,800円 15,700円 5.0%

8  〃 83,300円 〃 102,500円 〃 25,500円 17,000円 16,900円 5.2%

9  〃 102,500円 〃 135,900円 〃 27,500円 18,200円 7.5%

10  〃 135,900円 〃 169,200円 〃 29,200円 19,500円 6.4%

11  〃 169,200円 〃 202,500円 〃 31,000円 20,700円 6.3%

12  〃 202,500円 〃 235,900円 〃 32,500円 21,600円 5.4%

13  〃 235,900円 〃 269,200円 〃 34,200円 3.7%

14  〃 269,200円 〃 302,500円 〃 35,700円 2.8%

15  〃 302,500円 〃 335,900円 〃 37,200円 2.2%

16  〃 335,900円 〃 369,200円 〃 38,500円 2.3%

17  〃 369,200円 〃 402,500円 〃 40,000円 2.0%

18  〃 402,500円 〃 569,200円 〃 43,400円 7.1%

19  〃 569,200円 〃 735,900円 〃 48,900円 4.8%

20  〃 735,900円 〃 902,500円 〃 53,700円 3.5%

21  〃 902,500円 以上 57,500円 11.5%
100.0%

22,600円

階層別
児童分
布（％）

Ｃ

 住民税課税額均等割のみ

 住民税所得割5,000円未満

 住民税所得割5,000円以上

　
Ａ
階
層
を
除
き

　
前
年
分
所
得
税

　
非
課
税
世
帯

 住民税非課税世帯

階　層 前年の世帯の所得税額等
保育料（月額）

A 生　活　保　護　世　帯

B

Ｄ

Ａ
階
層
を
除
き
　
前
年
分
所
得
税
　
課
税
世
帯

 所得税課税額1,700円未満

※　保育料は、前年の世帯の所得税額等に基づき決定します。
※　公立園も私立園も同額です.
※　階層別児童分布は、平成２４年３月の数値です。

18,000円



「保育施設の利用者負担の見直しアンケート」参考資料

【資料４】区立保育園の歳児別児童一人当たりの経費と利用者負担

○ 区立保育園（認可保育所）の利用者負担は、運営経費の約 1 0 ％となって

います

【資料 5】 保育施設別の利用者負担比較 ※認可保育所の所得階層に対する認可外施設の保護者負担

○ 認可保育所と認可外保育施設では、保護者負担に差が生じています。

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000 

全児童

5歳児

4歳児

3歳児

2歳児

1歳児

0歳児

運営経費と利用者負担（円）

（月額平均）

保護者負担

運営経費

１９，９１７円 （５.６％）

２０，８３３円 （7 .7 ％）

２０，8 3 3 円 （8 .4 ％）

２0 ，5 0 0 円 （1 2 .4 ％）

２0 ，5 0 0 円（1 3 .1 ％）

２0 ，5 0 0 円（1 3 .0 ％）

３５２，０８３円

２6 9 ，7 5 0 円

２４6 ，9 1 7 円

１６5 ，５００円

１５6 ，8 3 3 円

１5 7 ，1 6 7 円

２0 ，5 8 3 円（9 .9 ％）
２０8 ，0 0 0 円
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27,000 24,000
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27,000
24,000 24,000

27,00025,500

43,400 42,000
36,500

57,500

42,000
36,500

※※認認証保育所は、区からの保育料補助金額を差し引いた後の区内施設施設（11歳歳児）の例

利用者負担額（円）
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45,000 

A・B C３ D１ D８ D18 D21
所得階層

認可保育所

認証保育所

区保育室

0 0

17,000

27,000

2,700

21,000

5,600

27,000

21,000

17,000

27,000

21,000
22,600

42,000

29,500

22,600

42,000

29,500

※※認証保育所は、区からの保育料補助金額を差し引いた後の区内施設
（３歳児）の例

利用者負担額（円） ３歳児

３歳未満児

「事業別行政コスト計算書～平成 23年度～」より

利用者負担

※所得階層は、資料３から抜粋したものです。


